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仕 様 書 

 

平成 30 年 6 月 4 日 

（公財）東京都中小企業振興公社 

 

１ 件 名 

インドネシア・ベトナムの現地企業の調査およびレポート作成について 

 

２ 目 的 

  インドネシア、ベトナムにおいて都内中小企業と業務連携（生産委託・技術連携等）

を望む現地企業のうち、委託者の指定する業種に該当する企業を対象として調査を行い、

その現地の情報をアンケート方式にて収集することで、業務連携先の現地企業を具体的

に把握して海外企業連携支援の充実化を図る。 

  

３ 契約期間 

契約締結の日から平成３０年８月２４日（金）まで 

 

４ 履行場所 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 国際事業課 

 

５ 調査方法 

 項目６（２）にて指定した調査対象者に対してＷＥＢにて調査を実施し、インドネシア・

ベトナムにおける受託者の現地法人と連携しアンケートの回収を行う。 

 

６ データ作成の委託内容 

以下の調査レポートの作成を委託する。 

なお、本件における成果品は下記の要件を満たす企業のうち各国ごと有効回答数２５０

件を下限とし統計データを作成すること。 

 （１）対象国 

    インドネシア、ベトナム 

 

（２）調査対象者 

 下記４点の要件を満たす企業を調査対象とする 

〇項目７ 調査・レポート項目の『１．会社概要（１０）日本企業と連携 

（生産委託・技術提携等）の希望の有無』の項目を「有」に回答した企業 

〇項目７ 調査・レポート項目の『１．会社概要（６）従業員数』の回答が１０

名以上 

〇製造業の日系企業の際は、Ｔｉｅｒ２・３（２次・３次サプライヤー）の階層
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に該当する企業 

   〇下記の日本標準産業分類（大項目Ｅ～Ｒ）のうち下記の対象業種に該当する企  

    業 

    ※現地企業とは非日系資本または日系資本問わず現地に存在する企業であり、 

     日系企業のリスト数は、各国の各業種の過半数を超えないようにすること 

    ※各国の産業別事業所数の割合に準じて業種を選定すること 

    ※各業種最低１０社以上はリストアップすること 

大分類 対象 大分類 対象 

Ｅ 製造業 〇 Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 〇 

Ｆ 電機、ガス、熱供給、水道業 × Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 × 

Ｇ 情報通信業 〇 Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 × 

Ｈ 運輸業、郵便業 × Ｏ 教育、学習支援業 × 

Ｉ 卸売業、小売業 〇 Ｐ 医療、福祉 〇 

Ｊ 金融業、保険業 × Ｑ 複合サービス事業 × 

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 × Ｒ サービス業 〇 

（産業分類Ｉ-６１無店舗小売業は調査の対象・Ｒ-８８廃棄物処理業は調査の対象外とする） 

 

７ 調査・レポート項目  

調査項目 １．会社概要（（１０）（１１）（１２）以外は自由記述） 

（１） 企業名 

（２） 設立 

（３） 本店所在地 

（４） 代表者名 

（５） 資本金 

（６） 従業員数 

（７） 電話番号 

（８） 業種 

（９） 業務連携担当者名・連絡先（E-mail）・ＵＲＬ 

（１０） 日本企業と連携（生産受託・技術提携等）の 

希望の有無 

       □有   □無 

（１１） 過去の業務連携実績（企業名・国・時期・連携の形態） 

      ・連携の形態については下記の選択肢より選択（複数 

選択可） 

       □生産受託 □技術指導の受け入れ 

□ノウハウ提供の受け入れ □特許ライセンス利用  

□その他（自由記入） 
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（１２） 国際特許などの取得に積極的に取り組んでいる 

□取り組んでいる 

□取り組もうと思っているが、まだ取り組んでいない 

□取り組んでいない 

（１３） 利用可能言語 

（１４） 主要顧客 

（１５） 資本形態（国営、民間の割合） 

 

２．生産体制（（１）（４）（７）以外は自由記述） 

（１） 現地工場のモニタリングの可否 

       □有   □無 

（２） ＩＳＯ・ＪＩＳ等の認証の取得状況 

（３） 生産拠点 

（４） 工場面積 

       □～４，９９９ｍ2 

□５，０００～９，９９９ｍ2 

       □１０，０００ｍ2～１４，９９９ｍ2 

□１５，０００ｍ2～１９，９９９ｍ2  

□２０，０００ｍ2～２４，９９９ｍ2 

       □２５，０００ｍ2～２９，９９９ｍ2 

       □３０，０００ｍ2～ 

（５） 主要生産品目 

（６） 主要製品の月間生産能力（種類・数量等） 

（７） 主要製品の素材調達先（複数選択可） 

      □日本 □タイ □インドネシア □ベトナム 

□マレーシア □シンガポール □フィリピン 

□インド □中国 □韓国 □台湾 □その他アジア 

□中東 □イギリス □ドイツ □その他ヨーロッパ  

□北米 □中南米 □アフリカ □その他 

（８） 主要製品の最低発注数 

    ※主要生産品目・主要製品については上位３点までを 

記載すること 

 

３．日本への進出について（（２）（５）は一部自由記述） 

（１）東京への事業展開の意向の有無 

       □有 →（２）（３）（４）（５）にご回答ください。 

       □無 →（４）にご回答ください。 

       □既に進出済み →（２）（４）にご回答ください。 

（２） 東京での事業展開する目的（複数選択可） 
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□生産工場の設置 □都内企業への製造委託 

□都内企業との技術提携 □販売拠点の設置 

□代理店の設置 □都内企業等との共同研究 

□周辺地域（諸国）の市場統括 

□Ｍ＆Ａによる経営資源の獲得 

□その他（          ） 

（３）東京で事業展開する予定の時期 

       □１年以内 □２年以内 □３年以内 □未定 

（４）東京で事業展開する上での障害（（１）で『無』と答えた方はそ

の理由）（複数選択可） 

       □人材確保の難しさ 

□製品・サービスに対するユーザーの要求の高さ 

□ビジネスコストの高さ 

□日本独自の取引慣行になじめない 

□優遇措置・インセンティブが不十分 

□行政手続きの煩雑さ □情報・支援サービス不足 

□資金調達の難しさ 

□コミュニケーションに対する不安 □特になし 

（５）東京で事業展開するにあたり希望する支援（複数選択可） 

       □ビジネスパートナーとのマッチング支援 

       □新規拠点のセットアップ・ロケーションの選定 

       □優遇措置・インセンティブ等の情報提供 

       □行政手続きのサポート 

□その他（          ） 

 

８ 成果品 

  （１） 項目７を満たす電子データ各２部（日本語）を紙媒体にて提出 

（２） 電子データ一式 （日本語）CD-ROM にて提出 

（３） 提出期限：ベトナム   平成３０年７月６日（金）まで 

※６月中旬頃に調査経過を調査委託者に報告すること 

インドネシア 平成３０年８月２４日（金）まで 

（２０１８年５月１６日～６月１４日までラマダン期間中のため） 

※８月上旬頃に調査経過を調査委託者に報告すること 

  （４） 納品先は項目１０を参照のこと 

 

 

９ その他 

（１）業務の実施に際し、業務内容については事前に公社と打ち合わせを行うこと。   
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（２）受託者は、公社から提供されたデータ及び調査によって得られたデータについ

て、契約終了後、速やかに消去すること。 

（３）本仕様書に記載のない事項等で疑義が生じた場合は公社と協議し、これを定め

る。 

 

 

１０ 納品先  

    (公財)東京都中小企業振興公社  

〒101－0024 東京都千代田区神田和泉町１－１３ 

 事業戦略部 国際事業課  担当：清水、小野  

      TEL ：03-5822-7241 FAX：03-5822-7240 

      MAIL：s-ono@tokyo-kosha.or.jp 


